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の皆さまに提供しております。

2021年05月25日 14時11分 $FOLDER; 1ページ （Tess 1.50(64) 20200401(on201812)_02）



業務の適正を確保するための体制及びその運用状況に関する事項
　当社は、会社法及び会社法施行規則が定める内部統制基本方針並びに内部統制システムに係る各種
体制等に基づき、次のとおり、当社及び当社の子会社（以下総称する場合は「当社グループ」とい
う）の取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他業務の適正を
確保するための体制（以下「内部統制システム」という）の整備を行っております。

（1）当社グループの取締役、執行役員、業務を執行する社員、会社法第598条第１項の職務を行うべ
き者その他これらの者に相当する者（以下「取締役等」という）の職務の執行が法令及び定款に
適合することを確保するための体制

① 当社の代表取締役CEOが、法令・定款及び社会倫理の遵守（以下「コンプライアンス」とい
う）を企業活動の前提とすることを明確にし、それを継続的に役職員に伝えることを徹底しま
す。

② 当社の代表取締役CEOは、社内規則に基づき、コンプライアンス体制の整備及び問題点の把
握と解決に努めます。

③ 当社は、当社グループ全体のコンプライアンス問題の一元的な管理の一環として、コンプライ
アンス委員会を設置し、コンプライアンス委員会にて、当社グループのコンプライアンス上の
重要な問題を調査・審議し、処分や再発防止策に関する諮問及び提言を経営会議に行います。
それを踏まえて経営会議にて、内容を吟味し再発防止策を実施することで、問題の解決を図り
ます。また、コンプライアンス委員会はコンプライアンス施策を実施し、コンプライアンス意
識の醸成を図ります。

④ 取締役及び監査役がコンプライアンス上の問題を発見した場合は、すみやかに経営会議に報告
するとともに、必要に応じてコンプライアンス委員会を開催し、コンプライアンス上の重要な
問題を調査・審議し、処分や再発防止策に関する諮問及び提言を経営会議に行います。報告を
受けた経営会議は、その内容を調査し、再発防止策を実施の上、必要に応じて取締役会に報告
します。

⑤ 暴力団排除条例等の法令に基づき、反社会的勢力・団体との関係は一切持たないことを基本方
針とし、いかなる不当要求や働きかけに対しても組織として毅然とした対応を取ることとしま
す。

⑥ 財務報告に係る内部統制の整備・構築を推進し、財務報告の信頼性を確保します。

（2）取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
① 社内規則に従い、取締役の職務の執行に係る情報を文書又は電磁的媒体（以下総称して「文書
等」という）に記録し、保存します。

② 取締役及び監査役は常時、前項の文書等を閲覧できるものとします。

（3）当社グループの損失の危険の管理に関する体制
① 代表取締役CEOは、当社グループ全体のリスクを網羅的かつ統括的に管理するリスク管理体
制を明確化します。

② 前項のリスク管理体制の下、リスクの重要性及び事業の特性等に応じてリスクの特定・評価を
行い、対応策を整備します。またリスクが顕在化した場合に、迅速かつ適切な対応を講じるこ
とができる体制を構築します。

（4）当社グループの取締役等の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
① 職務権限規程により当社グループの職務権限及び意思決定ルールを明確化することにより、適

正かつ効率的に取締役の職務の執行が行われる体制を整備します。
② 当社の取締役会において業績目標と予算を設定し、ITを活用して業績管理を行います。また、
効率的な人的資源の配分を行います。
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（5）当社グループ各社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制
① 当社は、内部統制システムの構築を目指すと共に、当社グループ各社間での内部統制に関する
協議、情報の共有化、指示・要請の伝達等が効率的に行われるシステムを含む体制を構築しま
す。

② 当社の代表取締役CEOは、当社の内部統制に関する責任者として、当社グループの業務執行
の適正を確保する内部統制の確立と運用の権限と責任を有します。

③ 当社は、事業計画の進達状況等を取締役会において定期的に報告し、業務の適正と情報共有化
を促進します。

（6）監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する事項
及び当該使用人に対する指示の実効性の確保に関する事項並びに当該使用人の取締役からの独立
性に関する事項
① 監査役がその職務を補助する使用人を置くことを求める時は、取締役と協議の上、専属の職員

を配置するものとします。監査役の職務を補助する当該職員は、当該補助に関して、取締役等
の指揮命令を受けないものとし、当該職員は、定期に又は必要に応じて監査役に報告を行い、
また意見・情報交換を行うものとします。

② 当該職員の人選、異動及び懲戒処分については、監査役の意見を徴するものとします。

（7）当社グループの取締役及び使用人が監査役に報告をするための体制その他の監査役への報告に関
する体制
① 役職員は、重大な法令・定款違反又はコンプライアンス違反等により、当社グループに著しい
損害を及ぼすおそれのある事実を発見した場合、又はその事実の報告を受けた場合、遅滞なく
監査役に報告しなければならないこととします。

② 役職員は、監査役の求めに応じて会議の場を設け、職務の執行状況報告他、必要な報告及び情
報交換を行います。

（8）監査役に重大な法令・定款違反又はコンプライアンス違反等により、当社グループ各社に著しい
損害を及ぼすおそれのある事実を報告した者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを
受けないことを確保するための体制
① 当社グループ各社の役職員が監査役に報告を行った場合、報告を理由として、解雇、降格、減

給等いかなる不利益取扱いも行わないものとします。

（9）監査役の職務の執行について生ずる費用の前払又は償還の手続その他の当該職務の執行について
生ずる費用又は債務の処理に係る方針に関する事項
① 監査役の職務の執行に関する取引における、費用の前払の請求、支出した費用の請求、負担し

た債務の債権者に対する弁済の請求（当該請求に係る費用又は債務が当該監査役の職務の執行
に必要でないことを証明した場合を除く）について、それに応じます。

(10）その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制
① 監査役は、取締役会他、重要な会議に出席し、意見を述べることができます。
② 監査役は、定期に又は必要に応じて会計監査人の報告を受けます。また意見・情報交換を行う
ことができます。

③ 監査役は必要に応じて、外部の専門家に助言を求めることができます。
④ 監査役は、随時、社内の情報システムの情報を閲覧することができます。
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＜上記体制の運用状況＞
ⅰ 「取締役会規則」「職務権限規程」等を整備し、全ての取締役、使用人が法令、定款、社内規程
等に違反する行為を未然に防止しております。

ⅱ 取締役会は原則として月に一回開催するほか、必要に応じて臨時取締役会を開催し、法令や定
款に定める事項、業務執行に関する決議を行っております。

ⅲ 職務執行に関する権限と責任を明確に定めた「職務権限規程」により、各組織の責任と権限を
明確化し、組織的かつ効率的な運営を図っております。

ⅳ グループとしての総合的な発展を図るため、子会社の経営基本事項に関する助言及び指導等を
行っております。

ⅴ 監査役は取締役会や重要な会議体に出席しております。
また、内部監査室及び会計監査人からの報告を受けております。
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連結株主資本等変動計算書
(自2020年４月１日 至2021年３月31日)

(単位：千円)

株 主 資 本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 株主資本合計

当期首残高 1,113,012 649,551 358,257 2,120,821

当期変動額

新株の発行 39,870 39,870 － 79,740

親会社株主に帰属する
当期純利益 376,979 376,979

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

当期変動額合計 39,870 39,870 376,979 456,719

当期末残高 1,152,882 689,421 735,237 2,577,541

その他の包括利益累計額
非支配株主持分 純資産合計為替換算

調整勘定
その他の包括
利益累計額合計

当期首残高 － － － 2,120,821

当期変動額

新株の発行 79,740

親会社株主に帰属する
当期純利益 376,979

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額） － － － －

当期変動額合計 － － － 456,719

当期末残高 － － － 2,577,541
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株主資本等変動計算書
(自2020年４月１日 至2021年３月31日)

(単位：千円)
株 主 資 本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

資本準備金 その他
資本剰余金

資本剰余金
合計

その他
利益剰余金 利益剰余金合計
繰越利益剰余金

当期首残高 1,113,012 649,551 － 649,551 298,095 298,095

当期変動額

新株の発行 39,870 39,870 － 39,870 － －

当期純利益 366,606 366,606

当期変動額合計 39,870 39,870 － 39,870 366,606 366,606

当期末残高 1,152,882 689,421 － 689,421 664,702 664,702

株主資本
純資産合計

株主資本合計

当期首残高 2,060,659 2,060,659

当期変動額

新株の発行 79,740 79,740

当期純利益 366,606 366,606

当期変動額合計 446,346 446,346

当期末残高 2,507,006 2,507,006
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連 結 注 記 表

（連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等）
１．連結の範囲に関する事項
　 連結子会社の数及び主要な連結子会社の名称

連結子会社の数 ２社
連結子会社の名称
株式会社NexToneシステムズ
株式会社エムシージェイピー

２．会計方針に関する事項
（１）資産の評価基準及び評価方法
　 有価証券の評価基準及び評価方法
　その他有価証券

市場価格のないもの 　移動平均法による原価法

（２）固定資産の減価償却の方法
① 有形固定資産
　定率法を採用しております。
　ただし、1998年４月１日以降に取得した建物及び2016年４月１日以降に取得した建物附
属設備については、定額法を採用しております。
　 なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

建物及び構築物 ２年～６ 年
工具、器具及び備品 ２年～15年

② 無形固定資産
　定額法を採用しております。
　 なお、主な償却年数は次のとおりであります。

のれん 10年
ソフトウェア（自社利用）５年 ～ 10年（社内における利用可能期間）

（３）引当金の計上基準
① 貸倒引当金
　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権
等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。
　なお、当連結会計年度においては貸倒実績がなく、貸倒懸念債権等もないため貸倒引当金は計
上しておりません。

② 賞与引当金
　従業員に対する賞与の支給に備えるため、支給見込額を計上しております。

③ 役員賞与引当金
　 役員に対する賞与の支給に備えるため、支給見込額を計上しております。
④ 役員退職慰労引当金
　役員の退職慰労金の支給に備えるため、役員報酬規程に基づく期末要支給額を計上しておりま
す。
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（４）その他連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項
① 退職給付に係る会計処理の方法
　従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務の見込額に基づき当
連結会計年度末に発生していると認められる額を計上しております。当社及び連結子会社は、退
職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末自己都合要支給額を退職給付
債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。
② 重要な外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準
　外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益とし
て処理しております。
③ 消費税等の会計処理
　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

④ その他
ⅰ 記載金額は千円未満を切捨てて表示しております。
ⅱ 記載金額が「０」は千円未満であることを示しております。
ⅲ 記載金額が「－」は該当金額がないことを示しております。

（表示方法の変更）
（「会計上の見積りの開示に関する会計基準」の適用）
「会計上の見積りの開示に関する会計基準」（企業会計基準第31号 2020年３月31日）を当連結会計
年度の年度末に係る連結計算書類から適用し、連結計算書類に重要な会計上の見積りに関する注記を記
載しております。

（会計上の見積りに関する注記）
　会計上の見積りにより当連結会計年度に係る連結計算書類にその額を計上した項目であって、翌連結
会計年度に係る連結計算書類に重要な影響を及ぼす可能性があるものは、次のとおりです。

・著作権等管理事業に関連する固定資産の評価
（１）連結計算書類に計上した額

科目 金額（千円）

建物及び構築物 819

のれん 77,879

ソフトウェア 400,453

固定資産合計 479,153

（２）見積りの内容について理解に資するその他の情報
　著作権等管理事業は2017年3月期から2019年3月期にかけて営業損益等の実績が企業結合時の事業
計画を下回っており、また、企業結合時の取得原価のうち、のれんに配分された金額が相対的に多額で
あったことから減損の兆候を識別しており、経営者によって承認された事業計画を基礎とした割引前将
来キャッシュ・フローの見積額の総額と帳簿価額を比較した結果、当該割引前将来キャッシュ・フロー
が帳簿価額を上回るため、減損損失を認識しないと判断しております。
　この割引前将来キャッシュ・フローの見積りは、経営者によって承認された事業計画を前提として、
将来収益の予測に重要な影響を与える新規権利者や作品の獲得の見込みなどの重要な仮定が用いられて
おります。
　このような重要な仮定は、経営者による最善の見積りによって行っていますが、将来の市場環境等の
変化により重要な仮定の見直しが行われる場合には、翌連結会計年度において、減損損失を認識する可
能性があります。
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（連結貸借対照表に関する注記）
有形固定資産の減価償却累計額 54,797千円

（連結株主資本等変動計算書に関する注記）
　当連結会計年度末の発行済株式の種類及び総数

普通株式 9,502,800株

（金融商品に関する注記）
１．金融商品の状況に関する事項
（１）金融商品に対する取組方針
　当社及び連結子会社は、資金計画に基づき必要な資金は新株の発行により調達しております。ま
た、資金運用に関しては、短期的な預金等に限定し、デリバティブ取引は行わない方針でありま
す。

（２）金融商品の内容及びそのリスク
　営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。
　営業債務である支払手形及び買掛金、未払金並びに未払法人税等は、１年以内の支払期日であ
り、流動性リスク（期日に支払を実行できないリスク）に晒されております。

（３）金融商品に係るリスク管理体制
① 信用リスク（取引先の債務不履行等に関するリスク）の管理
　当社及び連結子会社は、与信管理規程に基づき、営業債権について、取引先の信用状況等を把
握するとともに、取引先ごとの期日管理及び残高管理を行う体制をとっております。
② 資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理
　当社及び連結子会社は、月次で資金繰計画を作成するなどの方法により流動性リスクを管理す
る体制をとっております。
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２．金融商品の時価等に関する事項
　2021年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおり
であります。

（単位：千円）
連結貸借対照表計上額 時価 差額

（1）現金及び預金 4,439,022 4,439,022 －
（2）受取手形及び売掛金 243,843 243,843 －

資産計 4,682,866 4,682,866 －
（1）支払手形及び買掛金 641,344 641,344 －
（2）未払金 1,835,595 1,835,595 －
（3）未払法人税等 158,935 158,935 －

負債計 2,635,874 2,635,874 －

（注）金融商品の時価の算定方法
資 産
（1）現金及び預金、（2）受取手形及び売掛金
　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっておりま
す。

負 債
（1）支払手形及び買掛金、（2）未払金、並びに（3）未払法人税等
　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっておりま
す。

（１株当たり情報に関する注記）
１株当たり純資産額 271円24銭
１株当たり当期純利益 40円71銭

　（注）当社は、2021年２月１日付で普通株式１株につき３株の割合で株式分割を行っております。
　 当連結会計年度の期首に当該株式分割が行われたと仮定して、１株当たり純資産額及び１株当たり当期純利益
　 を算定しております。
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個 別 注 記 表

（重要な会計方針に係る事項に関する注記）
１．資産の評価基準及び評価方法
　 有価証券の評価基準及び評価方法

子会社株式 　移動平均法による原価法
　その他有価証券

市場価格のないもの 　移動平均法による原価法

２．固定資産の減価償却の方法
（１）有形固定資産

　定率法を採用しております。
　ただし、1998年４月１日以降に取得した建物及び2016年４月１日以降に取得した建物附属
設備については、定額法を採用しております。
　 なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

建物 ２年～６ 年
工具、器具及び備品 ２年～15年

（２）無形固定資産
　定額法を採用しております。
　 なお、主な償却年数は次のとおりであります。

のれん 10年
ソフトウェア（自社利用） ５年 ～ 10年（社内における利用可能期間）

３．引当金の計上基準
（１）貸倒引当金
　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等
特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。
　なお、当事業年度においては貸倒実績がなく、貸倒懸念債権等もないため貸倒引当金は計上して
おりません。

（２）賞与引当金
　従業員に対する賞与の支給に備えるため、支給見込額を計上しております。

（３）役員賞与引当金
　役員に対する賞与の支給に備えるため、支給見込額を計上しております。

（４）役員退職慰労引当金
　役員の退職慰労金の支給に備えるため、役員報酬規程に基づく期末要支給額を計上しておりま
す。

（５）退職給付引当金
　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込額に基づき当事業年
度末に発生していると認められる額を計上しております。退職給付引当金及び退職給付費用の計算
に、退職給付に係る期末自己都合要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用してお
ります。
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４．その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項
（１）重要な外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準
　外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理
しております。

（２）消費税等の会計処理
　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

（３）その他
① 記載金額は千円未満を切捨てて表示しております。
② 記載金額が「０」は千円未満であることを示しております。
③ 記載金額が「－」は該当金額がないことを示しております。

（表示方法の変更）
(「会計上の見積りの開示に関する会計基準」の適用)「会計上の見積りの開示に関する会計基準」（企
業会計基準第31号 2020年３月31日）を当事業年度の年度末に係る計算書類から適用し、計算書類に
重要な会計上の見積りに関する注記を記載しております。

（会計上の見積りに関する注記）
会計上の見積りにより当事業年度に係る計算書類にその額を計上した項目であって、翌事業年度に係る
計算書類に重要な影響を及ぼす可能性があるものは、次のとおりです。

・著作権等管理事業に関連する固定資産の評価
（１）計算書類に計上した額

科目 金額（千円）

建物 819

のれん 77,879

ソフトウェア 400,453

固定資産合計 479,153

（２）見積りの内容について理解に資するその他の情報
連結計算書類「連結注記表（会計上の見積りに関する注記）」に記載した内容と同一であります。

（貸借対照表に関する注記）
１．有形固定資産の減価償却累計額 54,077千円

２．関係会社に対する金銭債権及び金銭債務（区分表示したものを除く）
短期金銭債権 92,157千円
短期金銭債務 39,018千円

（損益計算書に関する注記）
関係会社との取引高
　営業取引による取引高
　売上高 11,543千円
　販売費及び一般管理費 70,079千円
営業取引以外の取引による取引高 113,664千円
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（税効果会計に関する注記）
　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳
繰延税金資産
　役員退職慰労引当金 45,054千円
　退職給付引当金 24,462千円
　賞与引当金 16,022千円
　役員賞与引当金 5,205千円
　未払事業税 9,351千円
　その他 9,335千円
繰延税金資産小計 109,431千円
評価性引当額 △46,417千円
繰延税金資産合計 63,014千円

（関連当事者との取引に関する注記）
１．親会社及び法人主要株主等

種類 会社等の名称 所在地
資本金又
は出資金
（千円）

事業の
内容

議決権等
の所有
（被所有）
割合(％)

関連当事者
との関係 取引の内容 取引金額

（千円） 科目 期末残高
（千円）

主要株主
エイベックス・
ミュージック・
パブリッシング㈱

東京都
港区 10,000 著作権の

管理等 (4.43) 著作権管理の
受託

著作権使用料
の分配
（注２）
（注３）

763,439 － －

取引条件及び取引条件の決定方針等
（注） １. 2020年12月２日に実施した当社株式の株式売却により当社の主要株主でなくなったことに伴い、当社の関

連当事者ではなくなりました。このため、関連当事者であった期間の取引金額を記載しております。
２. 当社の約款・規程等に基づき決定しております。
３. 損益計算書上、著作権使用料の徴収額から分配額を控除した純額を、売上高として計上しております。よっ

て、当該著作権使用料の分配額は損益計算書上には含まれておりません。
４. 上記の表のうち、取引金額には消費税が含まれておりません。

２．子会社及び関連会社等

種類 会社等の名称 所在地
資本金又
は出資金
（千円）

事業の
内容

議決権等
の所有
（被所有）
割合(％)

関連当事者
との関係 取引の内容 取引金額

（千円） 科目 期末残高
（千円）

子会社 ㈱NexTone
システムズ

東京都
渋谷区 10,000

システム
の開発・
提供・支援

100.0
システム開発
運営委託
役員兼任

ソフトウェア
の開発（注1） 113,664 前渡金 77,572

システム運営費
（注1） 70,079 未払金 4,578

取引条件及び取引条件の決定方針等
（注） １．提示された見積価格の妥当性を検討、価格交渉の上決定しております。

２．上記表のうち、取引金額には消費税が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。

（１株当たり情報に関する注記）
１株当たり純資産額 263円82銭
１株当たり当期純利益 39円59銭

　（注）当社は2021年２月１日付で普通株式１株につき３株の割合で株式分割を行っております。
　 当事業年度の期首に株式分割が行われたと仮定して、１株当たり純資産額及び１株当たり当期純利益を算定し
　 ております。
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